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第一部 【企業情報】

 

第1 【企業の概況】

 

1 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期

第3四半期
累計期間

第47期
第3四半期
累計期間

第46期

会計期間
自 平成29年 1月 1日

至 平成29年 9月30日

自 平成30年 1月 1日

至 平成30年 9月30日

自 平成29年 1月 1日

至 平成29年12月31日

売上高 （百万円） 36,567 32,270 50,746

経常利益 （百万円） 2,870 2,376 3,677

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,952 1,614 2,491

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,395 3,395 3,395

発行済株式総数 （千株） 24,182 26,600 24,182

純資産額 （百万円） 25,918 27,016 26,571

総資産額 （百万円） 35,301 34,995 33,257

1株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 80.79 66.82 103.09

潜在株式調整後1株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

1株当たり配当額 （円） 25.00 25.00 55.00

自己資本比率 （％） 73.42 77.20 79.90
 

　

回次
第46期

第3四半期
会計期間

第47期
第3四半期
会計期間

会計期間
自 平成29年 7月 1日

至 平成29年 9月30日

自 平成30年 7月 1日

至 平成30年 9月30日

1株当たり四半期純利益金額 （円） 23.93 17.89
 

 
(注)　1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 2　持分法を適用した場合の投資利益については、対象となる関連会社がないため記載しておりません。

 3　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

 4　平成30年1月1日付で普通株式1株につき1.1株の割合で株式分割を行っております。第46期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、1株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 5　潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 6　第46期の1株当たり配当額55円（うち中間配当額25円）は、特別配当5円を含んでおります。　

 
2 【事業の内容】

当第3四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）にて営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

 なお、第1四半期会計期間において、株式会社エム・エス・シーの株式を取得し子会社といたしましたが、資産、

売上高、損益、利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、現時点では重要性が乏しいため、非連結子会社としており

ます。
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第2 【事業の状況】

 

1 【事業等のリスク】

当第3四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

2 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

3 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第3四半期累計期間（平成30年1月1日～平成30年9月30日）における当社を取り巻く事業環境は、企業収益が堅

調に推移し、設備投資の増加が続いている一方で、人口減少や個人消費の停滞が長期化しているなど、不透明な事

業環境が続く状況となっております。

このような状況の下、当社は中期経営計画に基づき、安定した利益を確保するため、収益性及び生産性の向上を

目的とした社内体制の整備・強化を行ってまいりました。

この結果、当第3四半期累計期間の売上高は322億70百万円（前年同四半期比11.8％減）、営業利益は23億78百万

円（前年同四半期比17.3％減）、経常利益は23億76百万円（前年同四半期比17.2％減）、四半期純利益は16億14百

万円（前年同四半期比17.3％減）となりました。

なお、当社はディスプレイ事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載に代えて、市場分野別に記

載しております。

　

市場分野別の売上高は次の通りであります。

区分

前第3四半期累計期間
(自　平成29年 1月 1日
　至　平成29年 9月30日)

当第3四半期累計期間
(自　平成30年 1月 1日
　至　平成30年 9月30日)

増減

売上高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

増減率
(％)

複合商業施設

　・総合スーパー
6,100 16.7 5,450 16.9 △649 △10.7

食品スーパー

　・コンビニエンスストア
4,656 12.7 3,937 12.2 △718 △15.4

各種専門店 18,500 50.6 14,522 45.0 △3,978 △21.5

飲食店 3,968 10.9 4,256 13.2 288 7.3

サービス等 3,342 9.1 4,103 12.7 761 22.8

合計 36,567 100.0 32,270 100.0 △4,297 △11.8
 

 
当第3四半期累計期間における市場分野別の主な状況は、複合商業施設・総合スーパー分野では、ショッピングセ

ンターのリニューアルや新規出店数が減少傾向にあることから、受注が減少いたしました。食品スーパー・コンビ

ニエンスストア分野では、新規大型案件の減少及びブランド転換工事が一巡し、受注が減少いたしました。各種専

門店分野では、消費者マインド低下の影響を受け、出店戦略の見直しが行われたことから、衣料品関連や家具家電

専門店の受注が減少いたしました。サービス等分野では、ホテル関連の受注が堅調に推移したほか、葬祭場及び理

容・美容に関する店舗の受注が増加いたしました。
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(2)  財政状態の分析

（資産）

当第3四半期会計期間末における資産は、349億95百万円（前事業年度比17億37百万円増）となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べ7億7百万円増加し、229億37百万円となりました。主な要因は、現金及び預金

が18億99百万円、受取手形が4億4百万円減少したものの、未成工事支出金が30億17百万円増加したことによるも

のです。

固定資産は、前事業年度末に比べ10億30百万円増加し、120億58百万円となりました。主な要因は、土地が4億

95百万、投資その他の資産が5億10百万円増加したことによるものです。

　（負債）

当第3四半期会計期間末における負債は、79億79百万円（前事業年度比12億93百万円増）となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べ12億95百万円増加し、60億40百万円となりました。主な要因は、工事未払金

が13億47百万円増加したことによるものです。

固定負債は、前事業年度末に比べ2百万円減少し、19億38百万円となりました。

　（純資産）

当第3四半期会計期間末における純資産は、270億16百万円（前事業年度比4億44百万円増）となりました。主な

要因は、利益剰余金が3億51百万円増加したことによるものです。

 
(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4)  主要な設備

当第3四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい

変更はありません。

 

(5)  生産、受注及び販売の実績

当第3四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。
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第3 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 44,736,120

計 44,736,120
 

 

②  【発行済株式】

 

種類
第3四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月9日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,600,319 26,600,319
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 26,600,319 26,600,319 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年 7月 1日
～

平成30年 9月30日
－ 26,600 － 3,395,537 － 3,566,581

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

（単元株式数は100株）普通株式 2,437,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,033,200 240,332 同上

単元未満株式 普通株式 129,919 － 同上

発行済株式総数  26,600,319 － －

総株主の議決権 － 240,332 －
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ4,400株及び61株含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決

権の数44個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 東京都中央区日本橋
人形町3－9－4

2,437,200 － 2,437,200 9.16
株式会社スペース

計 － 2,437,200 － 2,437,200 9.16
 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が627株(議決権6個)あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式にそれ

ぞれ600株及び27株含まれております。

 

2 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4 【経理の状況】

 

1 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

 

2 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期会計期間（平成30年7月1日から平成30年9月30

日まで）及び第3四半期累計期間（平成30年1月1日から平成30年9月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

3 四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第5条第2項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  ① 資産基準                     1.77％

  ② 売上高基準                   1.61％

  ③ 利益基準                   　1.01％

  ④ 利益剰余金基準               0.30％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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1 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第3四半期会計期間
(平成30年9月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,338,253 10,438,448

  受取手形 ※1  1,344,215 ※1  939,320

  完成工事未収入金 6,319,051 5,938,711

  未成工事支出金 2,002,310 5,019,856

  材料及び貯蔵品 6,737 8,999

  その他 223,644 594,036

  貸倒引当金 △4,100 △1,700

  流動資産合計 22,230,113 22,937,672

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,931,293 2,842,750

   土地 5,591,147 6,086,605

   その他（純額） 183,050 245,426

   有形固定資産合計 8,705,491 9,174,782

  無形固定資産 127,015 177,611

  投資その他の資産   

   その他 2,196,222 2,705,675

   貸倒引当金 △1,036 －

   投資その他の資産合計 2,195,185 2,705,675

  固定資産合計 11,027,692 12,058,070

 資産合計 33,257,806 34,995,743

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 1,973,098 3,320,934

  短期借入金 300,000 300,000

  未払法人税等 714,783 320,542

  賞与引当金 86,302 484,597

  完成工事補償引当金 40,597 37,589

  受注損失引当金 － 24,153

  その他 1,630,196 1,552,981

  流動負債合計 4,744,979 6,040,799

 固定負債   

  長期未払金 350,387 350,387

  退職給付引当金 1,585,719 1,584,581

  その他 4,813 3,645

  固定負債合計 1,940,919 1,938,614

 負債合計 6,685,899 7,979,414
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第3四半期会計期間
(平成30年9月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,395,537 3,395,537

  資本剰余金 3,566,800 3,567,127

  利益剰余金 20,927,141 21,278,621

  自己株式 △1,729,545 △1,734,003

  株主資本合計 26,159,933 26,507,283

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 411,973 509,045

  評価・換算差額等合計 411,973 509,045

 純資産合計 26,571,907 27,016,329

負債純資産合計 33,257,806 34,995,743
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(2) 【四半期損益計算書】

【第3四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第3四半期累計期間
(自 平成29年 1月 1日
　至 平成29年 9月30日)

当第3四半期累計期間
(自 平成30年 1月 1日
　至 平成30年 9月30日)

売上高   

 完成工事高 36,567,294 32,270,219

売上原価   

 完成工事原価 31,929,822 28,172,804

売上総利益 4,637,472 4,097,414

販売費及び一般管理費 1,761,658 1,718,448

営業利益 2,875,813 2,378,966

営業外収益   

 受取利息 786 1,275

 受取配当金 11,898 11,954

 受取地代家賃 10,347 6,256

 その他 3,988 6,612

 営業外収益合計 27,020 26,098

営業外費用   

 支払利息 3,309 3,295

 売上割引 15,561 11,520

 不動産賃貸費用 4,989 3,082

 その他 8,562 10,434

 営業外費用合計 32,422 28,331

経常利益 2,870,411 2,376,732

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 190

 特別利益合計 － 190

特別損失   

 固定資産除売却損 39 －

 特別損失合計 39 －

税引前四半期純利益 2,870,371 2,376,922

法人税、住民税及び事業税 1,080,374 882,239

法人税等調整額 △162,552 △119,953

法人税等合計 917,821 762,286

四半期純利益 1,952,550 1,614,636
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(四半期貸借対照表関係)

※1　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第3四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会

計期間末残高に含まれております。

 
 

前事業年度
(平成29年12月31日)

当第3四半期会計期間
(平成30年9月30日)

受取手形 30,650千円  53,994千円  
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第3四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第3四半期累計期間
(自 平成29年 1月 1日
 至 平成29年 9月30日)

当第3四半期累計期間
(自 平成30年 1月 1日
 至 平成30年 9月30日)

減価償却費 202,258千円 205,729千円
 

 

(株主資本等関係)

前第3四半期累計期間（自 平成29年1月1日 至 平成29年9月30日）

1 配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年3月30日
定時株主総会

普通株式 549,241 25 平成28年12月31日 平成29年3月31日 利益剰余金

平成29年8月 8日
取締役会

普通株式 549,235 25 平成29年 6月30日 平成29年9月12日 利益剰余金
 

 

2 基準日が当第3四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第3四半期累計期間（自 平成30年1月1日 至 平成30年9月30日）

1 配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年3月29日
定時株主総会

普通株式 659,065 30 平成29年12月31日 平成30年3月30日 利益剰余金

平成30年8月 8日
取締役会

普通株式 604,089 25 平成30年 6月30日 平成30年9月12日 利益剰余金
 

(注)　当社は、平成30年1月1日付で普通株式1株につき1.1株の割合で株式分割を行いましたが、平成30年3月29日定

時株主総会決議については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 
2 基準日が当第3四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第3四半期累計期間（自 平成29年1月1日 至 平成29年9月30日）

当社は、ディスプレイ事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

当第3四半期累計期間（自 平成30年1月1日 至 平成30年9月30日）

当社は、ディスプレイ事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第3四半期累計期間
(自 平成29年1月 1日
 至 平成29年9月30日)

当第3四半期累計期間
(自 平成30年1月 1日
 至 平成30年9月30日)

 1株当たり四半期純利益金額 80円79銭 66円82銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 1,952,550 1,614,636

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,952,550 1,614,636

普通株式の期中平均株式数(株) 24,166,415 24,163,857

   
 

(注) 1 当社は、平成30年1月1日付で普通株式1株につき1.1株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、「1株当たり四半期純利益金額」を算定しております。

　　 2 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

2 【その他】

第47期（平成30年1月1日から平成30年12月31日まで）中間配当については、平成30年8月8日開催の取締役会におい

て、平成30年6月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

① 配当金の総額 604,089千円

② 1株当たりの金額 25円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年9月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月6日

株式会社 ス ペ ー ス

 取 締 役 会 御中 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　　松　　　　　聡 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 佐 々 田    博  信 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スペース

の平成30年1月1日から平成30年12月31日までの第47期事業年度の第3四半期会計期間(平成30年7月1日から平成30年9月30

日まで)及び第3四半期累計期間(平成30年1月1日から平成30年9月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スペースの平成30年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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